
1 

内閣府特命担当大臣（経済財政政策）主宰・有識者懇談会「選択する未来 2.0」第 2回会議（2020年 3月 27日）柴田悠提出資料（４） 

出産・育児と個人の幸せ

柴田 悠1 

１．大人の幸せ 

① 女性の主観的幸福感（1～5点）は、出産すると 少なくとも数年は下がる2。

（1997～2007年に第1子を出産した全国女性約1,100人のパネルデータ固定効果推定）

1 京都大学大学院人間・環境学研究科准教授。専門：社会学、社会保障論。E-mail: shibata.haruka.8a＠kyoto-u.ac.jp 
2 萩原里紗、2012、「結婚・出産前後の女性の生活満足度・幸福度の変化――「消費生活に関するパネル調査」を用い

た実証分析」『三田商学研究』55(3): 19-35
（http://koara.lib.keio.ac.jp/xoonips/modules/xoonips/detail.php?koara_id=AN00234698-20120800-0019）。 
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② 国の「両立支援」政策が充実しているほど、国内のすべての人々の主観的幸福感が高くなる3。 

（日本を含まない欧米 18ヵ国 16～70歳 3.7万人のマルチレベル混合効果推定。うち 15ヵ国は 2時

点データ＝2006年＋2008年） 

・「家庭（主に育児）と仕事の両立支援」（母親育休週数＋有給休暇週数＋フレックスタイム制導入

率＝Comprehensive Policy Index, CPI4）が乏しい国（CPIが中央値 1.52未満：アメリカやオースト

ラリアなど）では、子どものいる人の方が、いない人よりも、主観的幸福感（0～10 点）が有意

に低い（親ペナルティ）。 

・両立支援が充実した国（CPIが中央値 1.52以上：北欧やフランスなど）では、親ペナルティが無

いとともに、全員（とくに子どものいる男女と、子どものいない女性〔子ども以外の家族をケア

する傾向がある〕）の主観的幸福感が、両立支援の乏しい国よりも有意に高い。 

 

 

                                                        
3 Glass, Jennifer, Robin W. Simon, and Matthew A. Andersson, 2016, “Parenthood and Happiness: Effects of Work-Family 

Reconciliation Policies in 22 OECD Countries,” American journal of sociology 122(3): 886-929. 
4 母親育休週数は、最大値（スウェーデン・ノルウェーの 42週）を 1点として換算（日本：44週間＝1.048）。有給休

暇週数も、最大値（ドイツの 29.7 週）を 1点として換算（日本：2.9週間＝0.096）。フレックスタイム制導入率も、最大
値（スウェーデンの 64％）を 1点として換算（日本：46％＝0.719）。CPIはそれらを合算して 0～3点となる（日本：1.048
＋0.096＋0.719＝1.863）。日本での柴田の調査データ（20～59歳 747人）を用いた分析では、主観的幸福感に対して子ど
もの有無は非有意。 
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③ 「子育て支援支出」（保育・幼児教育、産休育休給付、児童手当など）の対 GDP％が高い（＝子育

ての脱家族化が進んだ）国では、女性における「家族・親族と会う頻度」が幸福感を高める傾向が、

より顕著である5。 

（2007年の世界22ヵ国・地域〔日韓・英米仏独・スウェーデン・フィンランドを含む〕の2万人の

マルチレベル固定効果推定6） 

← 子育て支援の充実した国では、女性にとって、育児負担がより小さいので、①子どもや夫か

ら受けるストレスがより小さいとともに、②家族が「義務的な関係」（嫌でも離脱できない）

というよりもむしろもっと「自発的な関係」（嫌なら離脱できる）であり、家族との接触が

ますます「幸せ」に結びつきやすい。 

 

 

                                                        
5 Akaeda Naoki, 2018, “Social Contact with Family and Relatives and Happiness: Does the Association Vary with 

Defamilialization?” European Sociological Review 34(2): 157–168. 
6 国レベル主効果は投入不可能。 
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④ 高卒未満の学歴の母親は、子どもが 2歳半時に保育所に通っていると、子育てストレスが減り、育

児幸福感が高まり、しつけの質が上がる。同時に子どもも、3歳半までに、言語発達が良好になり、

攻撃性が減る7。 

 

 

                                                        
7 Yamaguchi, Shintaro, Yukiko Asai and Ryo Kambayashi, 2018, “How Does Early Childcare Enrollment Affect Children, Parents, 

and Their Interactions?” Labour Economics 55: 56-71. 



7 
 

 

 



8 
 

２．子どもの幸せ 

 

⑤ 15歳までに親から「身体的暴力」や「ネグレクト」を受けると、 

・将来の「社会的サポート」が減ったり（経路のうちの 2～3割）、 

・将来の「社会済的地位」が下がったり（経路のうちの 1～0割）、 

・それ以外の直接・間接の経路（経路のうちの 7～8割）によって、 

「幸せでない」と感じる確率が 8.4％高くなり8、「抑うつ状態」になるリスクは 2～3倍になり、「自

殺念慮」のリスクは 6 倍ほどになる9。 

※ ただし、どのようなメカニズムで虐待が社会的サポートの減少につながるのかは、明らかでは

ない（→下記の②の研究対象）。 

 

⑥ 15 歳までに親から「身体的暴力」を受けると、将来の抑うつや孤立につながり、「ネグレクト」を

受けると、抑うつを介さずに、将来の孤立につながる10。 

後者のネグレクトの影響は、「他者との間の愛着形成が困難になり、たとえ意欲や関心があっても

（つまり抑うつ状態でなくとも）、他者に頼ることができなくなる」という可能性を示唆する。 

 

  

⑦ （柴田の現在の研究）「保育所通園経験が将来の幸福感などに与える長期効果」の分析 

  → 提出資料（３） 

                                                        
8 Takashi Oshio, Maki Umeda, and Norito Kawakami, 2013, “Childhood adversity and adulthood subjective well-being: Evidence 

from Japan,” Journal of Happiness Studies 14(3): 843-860. 
9 Takashi Oshio, Maki Umeda, and Norito Kawakami, 2013, “The impact of interpersonal childhood adversity on adult mental 

health: How much is mediated by social support and socioeconomic status in Japan?” Public Health 127(8): 754-760. 
10 三谷はるよ、2019、「社会的孤立に対する子ども期の不利の影響──「不利の累積仮説」の検証」『福祉社会学研究』

16: 179-199。 


